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総 務 委 員 会 報 告 資 料 
令和２年４月１６日 

件 名 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会関連の報告について 

所管部課名 政策経営部 経営戦略推進担当課、協働・協創推進担当課 

内 容 

 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会延期に伴う区の対応等

について以下のとおり報告する。 

１ 東京 2020 大会等延期について 

国際オリンピック委員会（ＩＯＣ）と東京 2020 組織委員会から大会延

期が公表された。 

（１）東京 2020大会

【オリンピック】 ２０２１年７月２３日（金）から８月８日（日） 

【パラリンピック】２０２１年８月２４日（火）から９月５日（日） 

（２）聖火リレー（セレブレーション含む）について

３月２６日から予定していた東京 2020 オリンピック聖火リレーはス

タートせずに、大会延期日程に合わせて新たな聖火リレー日程を定める。

延期日程は４月３日現在のところ未定。 

聖火ランナーは、現在決定している方々が優先的に走行できるよう検

討するもよう。 

２ 主な区の対応について 

（１）聖火リレーについて

・ 聖火リレーサポーター（ボランティア）は、３月３１日まで予定ど

おり応募受付を実施した結果、２３７名の申込をいただいた。聖火

リレー延期日程の決定後、改めて協力依頼する。

・ 荒川河川敷で同日開催予定の区独自イベントは、延期後の聖火リレ

ーの日程や規模に合わせて今後、延期、縮小等を検討する。

（２）開催までのカウントダウンについて

・ ３月２４日：庁舎アトリウム、地域学習センター等のサイネージ並

びに、区ホームページのカウントダウン日数を表示せ

ず、オリンピック・パラリンピックエンブレムのみ表

示するよう変更した。 

・ ４月 １日：庁舎アトリウムのサイネージのカウントダウンを

２０２１年の大会延期日程に変更し再開した。 

・ ４月 ２日：区ホームページのカウントダウンを再開した。地域学

習センター等のサイネージを順次再開する。 

※あだち広報はカウントダウンの掲載号を報道広報課と調整中
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（３）チケット活用

・ ３月２５日号あだち広報で募集したチケットプレゼントは中止と

した。区ホームページ、ＳＮＳ、カタログポケット（電子書籍）

に中止の告知を追記し、すでに申込いただたいた方には、今回の

申込は無効となった件、並びにあらためてプレゼント企画が決定

の際には申込者に連絡する旨、個別に連絡を行なった。

（４）オランダ連携プロジェクト事業

・ オランダオリンピック委員会・スポーツ連合（ＮＯＣ*ＮＳＦ）か

ら２０２１年まで連携事業を延長する意向であると連絡があり、

区としても東京 2020パラリンピック終了まで事業を継続実施の方

向で検討する。

・ スペシャルクライフコートの工事は、新型コロナウイルスの影響

等を考慮し、工期を延長して 2020年１０月末に開設の方向で調整

中。ヨハンクライフ財団と引き続き協議を行っていく。

（５）東京 2020大会記念協創提案型事業（協働・協創推進担当課）

東京 2020 大会延期に伴い、補助事業、委託事業とも 2020 年度事業の

中止、次年度への延期等の対応を検討する。 

ア 補助事業

・ １５事業を選定、補助決定通知を発送済である。

・ 新型コロナウィルスの影響を考慮し、現在は４月２０日までの

事業自粛を要請している。

イ 委託事業

・ ２事業を選定、委託事業採択通知は送ったが、委託契約は未締

結である。

問 題 点 

今後の方針 

 区のオリンピック・パラリンピック機運醸成、レガシーの関連事業

は、新型コロナウィルス等の状況を見ながら再調整し、あらためて

議会に報告する。

 引き続き、スポーツ・健康部会、文化・教育部会、まちづくり部会、

経済・観光部会、広報・広聴部会の各専門部会で事業ごとに精査し

ていく。
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総 務 委 員 会 報 告 資 料 

令和２年４月１６日 

件   名 令和２年度都区財政調整交付金当初見込みフレームについて 

所管部課名 政策経営部 財政課 

内   容 

１ 都区間の配分割合の変更 

児童相談所の運営に関する都区の連携・協力を一層円滑に進めて

いく観点から、特例的な対応として、特別区の配分割合を５５．１％

（＋０．１％）とし、令和４年度に、配分割合のあり方について、

改めて協議することとなった。 

 

２ 都区財政調整交付金（当初見込みフレーム）の概要 

【23区全体】                  【単位：億円、％】 

※ 表中における金額は、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、 

加減乗除した金額に一致しない場合がある。 

 

原資である市町村民税法人分の減（△１,９４０億円 △２８.２％）

と、固定資産税の増（３４９億円 ＋２．８％）及び法人事業税交付

対象額の増（４３９億円 皆増）との差引きにより、交付金の総額は

１兆１２８億円となり、前年度と比べて６９２億円、６．４％の減と

なった（別紙１、別紙２参照）。 

区  分 
当初見込額 

増減額 増減率 
令和２年度 令和元年度 

調 

整 

税 

等 

固定資産税  13,023 12,675 349 2.8 

市町村民税法人分 4,944 6,884 △1,940 △28.2 

特別土地保有税 0.1 0.1 0 0.0 

法人事業税交付対象額 439 0 439 皆増 

計 ① 18,406 19,559 △1,153 △5.9 

特別区配分割合  ② 55.1％ 55.0％ － － 

当年度分 ①×②=③ 10,142 10,758 △616 △5.7 

精算分        ④ △14 62 △76 － 

交付金総額③+④=⑤ 10,128 10,820 △692 △6.4 

普通交付金⑤×95％ 9,621 10,279 △657 △6.4 

特別交付金⑤×5％ 506 541 △35 △6.4 

基準財政収入額(Ａ) 12,292 11,653 639 5.5 

基準財政需要額(Ｂ) 21,913 21,932 △19 △0.1 

差引(Ｂ)－(Ａ) 9,621 10,279 △657 △6.4 

問 題 点 

今後の方針 
各区別の当初算定結果は、令和２年８月に判明する予定である。 
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（単位：百万円、％）

1,302,336 1,267,478 34,858 2.8

494,438 688,436 △ 193,998 △ 28.2

10 10 0 0.0

43,852 0 43,852 皆増

1,840,636 1,955,924 △ 115,288 △ 5.9

1,014,190 1,075,758 △ 61,568 △ 5.7

△ 1,414 6,217 △ 7,631 △ 122.7

Ａ 1,012,776 1,081,975 △ 69,199 △ 6.4

962,137 1,027,877 △ 65,740 △ 6.4

50,639 54,098 △ 3,459 △ 6.4

Ｂ 1,229,192 1,165,313 63,879 5.5

891,830 877,799 14,031 1.6

環 境 性 能 割 148 45 103 228.9

種 別 割 3,332 3,301
*

31 0.9

63,145 64,370 △ 1,225 △ 1.9

0 0 0

958,456 945,515 12,941 1.4

2,672 2,808 △ 136 △ 4.8

13,757 14,286 △ 529 △ 3.7

7,616 9,142 △ 1,526 △ 16.7

211,995 165,603 46,392 28.0

28 32 △ 4 △ 12.5

－ 3,228 △ 3,228 皆減

3,005 1,140 1,865 163.6

5,768 5,130 638 12.4

1,203,296 1,146,884 56,412 4.9

3,606 3,705 △ 99 △ 2.7

9,862 9,826 36 0.4

999 956 43 4.5

771 － 771 皆増

922 971 △ 49 △ 5.0

1,219,454 1,162,342 57,112 4.9

△ 8,894 △ 8,339 △ 555 －

18,631 11,310 7,321 64.7

Ｃ 2,191,329 2,193,190 △ 1,861 △ 0.1

1,890,876 1,839,990 50,886 2.8

300,453 353,200 △ 52,747 △ 14.9

962,137 1,027,877 △ 65,740 △ 6.4

962,137 1,027,877 △ 65,740 △ 6.4

50,639 54,098 △ 3,459 △ 6.4

1,012,776 1,081,975 △ 69,199 △ 6.4

＊ 平成28年改正前の地方税法に規定する軽自動車税
＊ 端数処理の結果、縦横計が合わない場合がある。

経 常 的 経 費

投 資 的 経 費

　差 引 Ｃ－Ｂ

交
付
額

普 通 交 付 金

特 別 交 付 金

計

森 林 環 境 譲 与 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

合 計

特 別 区 民 税 特 例 加 減 算 額

地 方 消 費 税 交 付 金 特 例 加 算 額

基 準 財 政 需 要 額

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

計

地 方 揮 発 油 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

航 空 機 燃 料 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

内

訳

普 通 交 付 金 分 Ａ × 95%

特 別 交 付 金 分 Ａ × 5%

基 準 財 政 収 入 額

特

別

区

税

特 別 区 民 税

軽 自 動 車 税

特 別 区 た ば こ 税

鉱 産 税

小 計

55.0%

当　年　度　分

精  　算  　分

計

エ＝ウ／イ

交

付

金

の

総

額

調

整

税

等

固 定 資 産 税

市 町 村 民 税 法 人 分

特 別 土 地 保 有 税

法 人 事 業 税 交 付 対 象 額

計

条例で定める割合 55.1%

令和２年度　　都　区　財　政　調　整　　（　フレーム対比　）

区 分
令 和 2 年 度 平 成 31 年 度 差 引 増 △ 減 増　減　率

備 考
当 初 見 込 ア 当 初 見 込 イ ウ ＝ ア － イ

別紙１
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★1兆128億円には、平成30年度分の精算額△14億円を含む。

◆地方消費税交付金のうち、地方消費税率引上げに伴う増収分

について、基準財政収入額に100%算入される。

※ 図中の数値は、令和2年度ﾌﾚｰﾑに基づく数値である。
※ 区別算定の結果、各区の普通交付金の合計額が普通交付金の総額を超える場合は、総額に見合うよう各区の基準財政需要額を割落す。

1兆128億円★

交付金の総額
1兆128億円

９５％

５％

繰
入
れ

特別交付金の総額
（５％分）

普通交付金の総額
（95％分）

固定資産税

1兆3,023億円

一般会計

特 別 区

特別区財政調整会計

普 通 交 付 金 は 、 各 区 の 基 準 財 政
需 要 額 と 基 準 財 政 収 入 額 に よ り 算 定

市町村民税

（法人分）

4,944億円
都が賦課徴収している調
整税及び法人事業税交付
対象額の一定割合(55.1%)
が、交付金の総額として財
調交付金の原資となる。

調整税等と
交付金の総額

基準財政需要額－基準財政収入額＝普通交付金

ただし、基準財政収入額が基準財政需要額を １
超える区は不交付となる特 別

土 地
保有税

0.1億円

特別交付金は、災害等基準財政需要額では算定
さ れ な い 特 別 の 財 政 需 要 が あ る 場 合 に 交 付

1兆8,406億円

費目
・議会総務費
・民 生 費
・衛 生 費
・清 掃 費
・経済労働費
・土 木 費
・教 育 費
・その他諸費

算定方法
測定単位×

補正係数×
単位費用

算定方法
特別区民税
たばこ税
地方消費税
交付金 ほか

地方譲与税等
100%

85%

9,621億円

基準財政収入額
1兆2,292億円

基準財政需要額
2兆1,913億円

普通交付金9,621億円

特別交付金 506億円

506億円

災害等特別の
財政需要

東 京 都

交付金の総額
５５．１％

参

考

◆

法人事業税
交付対象額

439億円
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長方形
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テキストボックス
別紙２

06786243
長方形

06786243
テキストボックス
1兆128億円

06786243
テキストボックス
★

06786243
テキストボックス
交付金の総額55.1%


